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【 座 談 会 】 
平成元年の土地基本法制定から 20年が経過しました。この 20年を節目として、土地基本法やこれまでの土地政

策を振り返り、また、今後の展望等について、国土庁土地局長を経験された藤原氏、原氏、生田氏の出席の下で行

われた座談会の議事録を掲載します。 
 

 これまでの土地政策と今後の展望 
 

日時:平成 22年 4月 12日（月） 

 

 
座談会出席者（敬称略） 

○藤原
ふじわら

 良一
よしかず

   

 昭和 35年建設省入省、昭和 62年６月から国土庁土地

局次長、平成元年７月から国土庁土地局長、その後国土

庁事務次官等を歴任。国土庁土地局長在職中の平成元年

に土地基本法が制定される。現在東日本建設業保証株式

会社相談役。 

○原
はら

 隆之
たかゆき

   

 昭和 39年４月建設省入省、昭和 61年６月から国土庁

土地局土地政策課長、平成３年６月から国土庁土地局次

長、平成５年７月から国土庁土地局長、その後建設省大

臣官房総務審議官等を歴任、退官後株式会社三菱地所代

表取締役兼専務執行役員などを経て現在三菱地所投資

顧問株式会社取締役会長。平成 10年から OECD地域開発

政策委員会副議長、平成 15年 10月からは同委員会「都

市ワーキング・パーティ」議長を務めた。 

○生田
いくた

 長人
おさと

   

 昭和 44年４月建設省入省、平成２年７月から国土庁

土地局地価調査課長、平成９年７月から国土庁土地局次

長、平成 10年７月から国土庁土地局長、その後国土庁

防災局長等を歴任。退官後東北大学大学院法学研究科教

授として都市法などの研究・指導に当たる。現在東北大

学名誉教授。著書には「都市法入門講義」(信山社)、「防

災の法と仕組み」（東信堂）などがある。 

 

司会：内田 俊彦 

  国土交通省土地・水資源局総務課長 

○司会（内田総務課長） 本日は、藤原様、原様、

生田様、３人の土地局の局長経験者の方にお集ま

りいただきました。 
 土地基本法は御承知のとおり平成元年の12月22

日に制定されたわけでございまして、それから20

年が経過しましたが、当時の土地基本法の基本理

念はその後の土地局の政策の立案・実施等に際し

ても基本となっている重要なものだと考えており

ます。この20年を節目として、土地基本法のみな

らず、これまでの土地政策を振り返って、また今

後の展望等について皆様からお話をうかがうため、

今回の座談会が企画されたところでございます。 

 土地基本法の制定当時は、昭和36年前後の高度

成長に伴う地価高騰と昭和48年後の列島改造ブー

ムに続いた戦後３回目の地価高騰ということが背

景にあったと記憶しておりますが、当時の状況や

どのような苦労をされたか、あるいは当時の政策

写真１ 座談会風景 

（左より、内田俊彦氏（司会）、原隆之氏、藤原良一

氏、生田長人氏） 
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等がその後どういう影響を与えたかといったこと

につきまして、まずは制定当時の局長でいらっし

ゃいました藤原様からお話を伺えればと思います。

よろしくお願いいたします。 

 
 

～土地基本法制定の背景～ 

 

○藤原 私が土地局に在職したのは昭和62年６月

から平成３年６月までの４カ年ですから、地価高

騰が非常に激しかった時期です。この４年間にま

とめられた主な政策を拾い出しますと、緊急土地

対策要綱、総合土地対策要綱、それから先ほど御

紹介がありました平成元年の土地基本法、土地基

本法を踏まえた総合土地政策推進要綱の策定、こ

の辺の時期にあたるわけです。 

 戦後、地価の高騰時期は何回かあったわけです

けれども、当時は「バブル」という言葉を使って

おりませんでした。だから「バブル」の定義いか

んにもよるのですが、今振り返ってみますと、バ

ブルというのはこのときに戦後初めて起こったの

ではないかという気がしております。それまでの

地価高騰は、経済成長との関係で見ますと、地価

が先行して上昇しても大体５年ぐらいで経済成長

にすり合うという格好で、それほど経済成長との

ギャップなく推移したと思うのですが、1980年代

後半からの高騰は安定成長下における地価の高騰

で、その後の経済成長とも、とても折り合いのつ

かない上昇だったと思います。それだけに官民挙

げて非常な危機意識を持って地価対策に当たった

のではないかと思っております。政府では地価対

策関係閣僚会議が設置されましたし、臨時行政改

革推進審議会の中に土地対策検討委員会が設置さ

れました。また、国会でも土地問題等特別委員会

が設置されて、官民挙げて対策に取り組みました。 

 対策内容は、バブル対策といいますか、地価高

騰を早期に沈静化する緊急対策的な土地対策と、

中長期的な需給バランスの確保を目的とした土地

対策の２つに区分できるのではないかと思います。

そして、これらの対策がどのような効果を上げた

と総括できるのかという問題が一つあると思いま

す。 

 それから、土地基本法は、地価高騰に対処する

にしては相当遅い時期に制定されております。行

革審の最初の答申に地価高騰に対処するには土地

に対する国民の共通認識を醸成しないといけない

のではないかとの考えがありました。また、自民

党でも土地の公共性と私有財産としての権利の調

整のあり方を検討すること、衆参両院でも土地の

保有・処分・利用に関する権利及び負担のあり方

に対する国民的規模におけるコンセンサスの形成

が必要と提言しておりました。時期的には前後し

ますけれども、４野党も土地基本法案を提出して

おりましたし、竹下総理も何らかの形で国民のコ

ンセンサス形成を図りたいというお考えでした。

そういう情勢の中で土地基本法が制定されました。 

 我々行政をあずかる者としては、当時の地価高

騰を沈静化させるには遅すぎてあまり役にたたな

いのではないかとも考えていました。ただ、戦後

何回も地価の異常高騰を繰り返してきております

ので、国民の土地に対する共通意識の醸成とあわ

せて今後の地価高騰の抑止効果が期待できればい

いのではないか、そういう気持ちで土地基本法の

制定に向けて我々なりに努力しました。 
 結果的にみると、制定は地価がちょうどピーク

に差しかかるときでしたから、土地基本法を踏ま

えて策定された総合土地政策推進要綱には、バブ

ル対策の名残が残っています。例えば、「土地神話

の打破」とか「適正な地価水準の実現」とかが目

写真２ 藤原良一氏 
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標になっていますが、気持ちはわからんでもない

ですね。それから、「経済政策等における土地問題

への配慮」とか「土地政策の総合性・整合性の確

保」が大切だと言っていますから、それはやはり

地価高騰時期の反省を踏まえて提言されたのだと

思います。 
 

 

～地価高騰の要因と対策～ 

 

○司会 今もお話がございましたように、土地基

本法の制定に先立って、地価高騰に対忚して土地

臨調等の動きがあった。その際、原様はちょうど

土地政策課長としてそちらの対忚をされたと思い

ますし、また、総合土地政策推進要綱ができた直

後あたりからは土地局の次長としてそれ以降の土

地政策を担われたと思いますが、もしそのあたり

の事情で御記憶に残っていることがございました

ら、お話しいただけますでしょうか。 
 

○原 このグラフは地価公示の変動率を書いてあ

るので、１年ずれているわけですね。 
 

○司会 そうですね。 
 

○原 私がいたのは昭和61年の６月から昭和63年

６月までです。昭和61年に土地局に来た当時はま

だ地価の高騰は東京だけだったんです。国土庁と

東京都で、その前の年、昭和60年の12月に地価高

騰対策連絡会議が末吉局長のもとで設置され、東

京都でどういう地価高騰の対策を打つべきなのか

ということが話し合われた。そして私が来る直前

の昭和61年４月に東京都における地価高騰対策が

出たわけです。 

 その中の一つとして国土利用計画法の規制区域

をどうするのかという話があって、規制区域は劇

薬だから、規制区域にかわる何らかの新しい制度

をつくらなければいけませんねということで、私

が来たときから、東京都と相談をしながら、法律

改正をするまで東京都で今の監視区域制度に相当

図１ 土地政策の変遷（出典：国土交通省作成資料） 
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する条例をつくってくれませんかということで、

林修三さんを座長にして東京都で条例制定につい

ての検討会を開いていただいた。それで昭和61年

12月に都条例が成立して、すぐに監視区域に相当

する指定区域の指定が始まりました。 

 私が着任した昭和61年６月という時期は、中曽

根内閣の「民間活力の活用」というテーマがあっ

て、私はその前が建設省の路政課長でしたから東

京湾横断道路の法案を苦労してつくりました。そ

れで今度は土地政策課長として来て、民間活力の

悪しき側面に対忚するという違った立場になった

わけですが、６月、国会が終わったときは、国鉄

民営化法が継続審議になり、第３次中曽根内閣が

組閣されて、綿貫民輔さんが国土庁長官でお見え

になって、地価対策の閣僚会議を設置しないと東

京だけではそろそろおさまりがつかなくなってき

ているのではないかというお話をされた。そのと

きに綿貫さんから、後藤田官房長官からも国鉄の

民営化法が成立するまでの間は、必要があるなら

ば関係省庁を集めて論点整理その他準備のための

会議をやっておけという話があったと聞きました。

それで関係各省で担当者を内閣審議官に併任発令

し、各省の立場ではなく内閣の立場として、国を

挙げての地価対策の準備をしようということにし

たわけです。 

 そのころ局長は田村さんになっていましたが、

亡くなられた田村さんと一緒に後藤田さんのとこ

ろに何度も呼ばれて、あるとき、こういうことが

ありました。さっき藤原さんからバブルはこのと

きが初めてだというお話がありましたが、後藤田

さんは、土地局が苦労しているのはよくわかる、

しかし、これは金融現象だとおっしゃいました。

前回の地価高騰のときに後藤田さんは官房副長官

か何かで御苦労された経験があるようで、そのと

きの話をされました。 
 しかし、金融自由化の真っ最中であり、銀行の

融資体制を直すとか、日銀の金利政策の変更を求

めるとかが課題となっていましたし、85年のプラ

ザ合意の直後でお金の過剰流動性がひどい時期で

もあり、あわせて間接金融から直接金融への変化

のときで、銀行が貸出先を探すのは大変な時期で

あったわけです。 

 国鉄民営化法が通るとすぐ地価対策の閣僚会議

が設置されて、そこから粛々と地価対策が始まる

わけですけれども、東京都条例の際の国土庁と東

京都の連絡会議の中で、国公有地の処分が市場の

攪乱要因になっているから、東京都条例の反省も

踏まえて、国土利用計画法の改正により監視区域

制度を導入する際は、その指定をしやすくすると

か、届け出の面積を小さくすることができるとか、

そういったことのほかに国公有地についても規制

をかけてくれという話が出ていたわけです。これ

には、各省から大きな反対があったわけですけれ

ども、何とかクリアして地価対策にも配慮しなが

ら国有地の処分をするというところにこぎつけた

わけですが、そういう精神を土地基本法の中にも

入れていただいたのかなと思います。 

 私が土地政策課長をやっていたときは、地価高

騰が我が国経済にとっての一大事だということが

国民の間に意識として浸透していなかった。しか

し、そうはいっても土地の値段が東京圏を中心に

どんどん上がって、サラリーマンが住宅を取得す

るときに年間所得の７倍も払わなければいけない。

今までは５倍だったのだから、せめて５倍までに

してほしいという話ですが、一部の住宅取得希望

層からの地価対策の要請は非常に強いものがあっ

た。それから、関係方面、例えば経団連とか日経

連も、労働者の雇用という観点から地価対策をき

ちんとやらないと我が国経済の将来にとって好ま

しくないというような声があった。そういうこと

で国民の間に地価対策の必要性がだんだん広まっ

ていって、土地基本法に結びついていったのだろ

うと思います。 

 62年に藤原さんがお見えになってからの動きは

またいろいろありますが、そこから土地基本法ま

での間は次の話かと思いますので、とりあえず以

上です。 

 

○藤原 地価の異常高騰の要因を幾つか挙げられ

ましたけれども、今から見て、どうなんでしょう
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○藤原 地価の異常高騰の要因を幾つか挙げられ

ましたけれども、今から見て、どうなんでしょう
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か。「プラザ合意」後、低金利政策を基調とした金
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ではないでしょうか。 

 

○藤原 確かに銀行局は金融機関に不要不急の不
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いなんですよ。それで私は銀行局の幹部に、「ヒア

リングではこの地価上昇に対忚できないじゃない

ですか。」、「昔、銀行局は窓口規制までやってマネ

ーフローをコントロールしてきたじゃないですか。

それができないんですか。」と言ったんです。そう

すると、「金融自由化の時代に、そんな規制はとて

もできませんよ」と言われました。その時はそれ

で終わりになりましたがその後、半年以上もたっ

てからドンと総量規制をやった。私はそのとき、

ありがたいという気持ちと、これはいかにも手お

くれだという気持ちとで複雑でした。ああいうバ

ブル対策は、俊敏に政策を発動しないといけない

と思うんです。発動するときも早く、また撤退す

るときも早くないと経済を傷つけるような気がす

るんですけれども、そのときはそんな印象を持ち

ました。 

 

○原 今のお話の中で非常に重要なことを言われ

たんですけれども、銀行に聞くと「実需だ」とお

っしゃったと、これがある意味、裏表で使われる

ことがあるんです。今、実需があるのに金融機関

が金を貸さないということが起きているわけです。

それで不動産業者等がバタバタ倒れているわけで

す。収益用不動産でそれなりの収益を上げている

物件にもリファイナンスをしないために倒れてい
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るわけですから、銀行が借手と対等の当事者とし

て実需と見る実需なのか、銀行が自分たちの立場

を説明するために言っている実需なのか、つまり

言いわけ実需と本当の実需というのがあるんです

ね。 

 

○藤原 そうなんでしょうね。 

 金融の問題について言いますと、土地臨調のと

きも緊急土地対策要綱のときも、地価高騰の主な

要因は金融だと皆様に指摘されているんです。し

かし、具体的な対策では金融政策は表に出てこな

い。国際的な関係で、半ばタブーだという気持ち

が政府内にあったのか、非常に遠慮をしていまし

たよ。要因は金だということはわかっているけれ

ども、金融対策は限度があるので、せいぜい行政

指導的なものや税制措置などにとどめざるを得な

い。同時に、財政再建途上で財政出動を非常に嫌

がっていましたから、財政は何もしない。私は財

政サイドにも問題があったのではないかという気

がしてしようがないんです。 

 

○原 全くそうですね。 

 
 

～監視区域の地価抑制効果～ 

 

○司会 生田さんはちょうど地価のピークのとき

に地価調査課長をされておられましたが。 

 

○生田 私はお二方と違いまして、政策中枢にい

たわけではないのですが、土地局の地価調査課長

に来る前に京都府の担当部長をやっていたもので

すから、ものすごい地価高騰に対して監視区域を

一生懸命に指定していました。監視区域制度とい

うのは、局地的な地価高騰にはある程度の効果が

あるんですけれども、過剰流動性を持つ金融緩和

基調のときには、幾ら指定してもモグラたたきゲ

ームをやっているようなもので、ここをポカッと

たたくとこっちで出てくる、またポカッとたたく

とこっちに出てくるということで、結局、ゲーム

機の電源を切らない限り、どうにもならないなと、

そういう感覚で戻ってきました。 

 今でも鮮明に覚えているのですが、たしか藤原

局長、土地政策課長とご一緒に、経済企画庁の担

当官に来ていただいてヒアリングをしたことがあ

るんですが、頑として金融緩和のせいだと言わな

い。実需だという議論を最後までやられていまし

たね。その後、日銀の総裁が三重野総裁にかわら

れて、実質的な不動産融資の総量規制をやった途

端、アウトになったんです。銀行局の例の通達の

効果は、銀行は直接はやらなくなったけれども、

銀行が子会社を使ってといいますか、トンネル融

資をやっていたために効果がなかったと思います。 

 私は地価調査課長はたった１年しかやっていま

せんで、鹿児島県警に異動してしまったのですが、

金融当局が原因が金融にあることを認めたという

ことは、遅いという感じはしましたけれども、そ

れなりに今後の土地政策の教訓になったと思いま

す。ただ、原因を認めた後の対忚はもう尐しソフ

トランディングすべきだったのに、ハードランデ

ィングしたものですから、その後、いわゆる「失

われた10年」が来てしまうわけですね。さんざん

避けていた財政出動をせざるを得なくなってしま

った。その後の10年は、公共事業を一生懸命にふ

やして、コンスタントな公共事業量からはほど遠

いような公共事業投資をしていたので、これが今

の公共事業を罪悪視するようなところにつながっ

ていっているのではないかという感じがします。 

 繰り返しになりますが、尐なくとも当時の土地

政策担当者の方々は、田中内閣の列島改造のとき

の地価高騰も同じように過剰流動性が原因だった

わけで、そういう経験をしていますので、そこは

非常にはっきり理解していたわけです。だから、

内需の拡大を金融でやらなければいけないという

話が原因になっているとしか思えませんでした。

もう２年くらい前に金融の緩和はある程度終息す

べきだったんです。それをずるずると２年間余計

やったために、地価高騰が全国に広がってしまっ

た。そういう印象を私は持っています。 
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○藤原 同感する部分が多いんですが、まず監視

区域ですね。監視区域は、おっしゃるとおり、最

後のほうは地価の高騰を行政が追認しているよう

な印象を与えたと思うんです。 

 初めはマイルドな規制行政で、これでおさまれ

ば非常にうまい制度かなという印象を持っていま

したけれども、おさまらなかったですね。制度的

には近傍類似の取引実例をベースに助言、指導す

るシステムでしょう。監視区域は、地価高騰が著

しいとか、そのおそれがある区域ですから、指定

したときの価格を基準に助言等を行っていければ、

そんなことにならなかったのではないかと思うん

です。一忚指定のときの価格をベースに経済のフ

ァンダメンタルズ等を加味した指導基準を定め、

運用できれば良いのではと思うのですが。 

 

○生田 先ほど尐し申し上げましたように、監視

区域制度というのは、高騰要因が実需で、かつ局

地的なケースの場合には、ものすごく効果があっ

て適切な制度だと思います。ただ、要因が仮需要

といいますか、投機的な需要で、かつ全国的なケ

ースの場合には、局地的な対忚しかできないもの

ですから、もともと限界がある制度だと思ってい

ます。 

 それに、京都府のときの経験では、価格の指導

をやって「わかりました」ということになっても、

イギリスで言う「犬付き売買」、土地に犬１匹つけ

て犬付きの値段で売ってしまう、首輪を外したら

犬だけが帰ってくる、そういう類のものが横行し

まして、結局、これは仮需要的なものには向かな

いなという感じがしていました。 

 

○原 仮需対忚については、譲渡益課税の短期重

課でぬれ手でアワは決して許さないという仕組み

をつくったので、仮需対策はできているものだと

いうふうに思っていたことが一つ。 

 それから、藤原さんが冒頭に言われたように、

我々が経験した地価高騰の中で、1980年代後半の

ものは、人口減尐社会、日本が右肩下がりの経済

に入るということが初めての経験で、そこで金融

現象とダブって起きたものですね。私は先ほど今

の中国と同じだと言いましたけれども、その意味

で違うのは、中国はまだまだ成長余力のある国だ

から、そんな激しいクラッシュは来ないだろうと

思うんです。日本は右肩上がり経済の最後のピー

クを迎えて、これからどんどん下がっていくとい

うことがだれの目にも明らかなときに起きた地価

高騰だったものですから、みんなが何とかして将

来の収益を今確保したいと思う気持ちが非常に強

かったように思うんです。 

 野口悠紀雄さんと議論したことがあるんですが、
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明いたしました。「やはり金融のコントロールが大

切だと思います」ということを説明させていただ

いたわけであります。バブル現象の初期は経済に

明るさが灯るものですから、そういうムードは歓

迎されるきらいがありまして、経団連の幹部の方

にも地価対策が重要なことを説明させていただき

ました。効果があったかどうかは知りませんが、

土地局としてもそれなりの努力はしたんです。 

 

○原 昭和61年、62年の地価公示を記者発表する

ときに、新聞記者の質問は、「何で東京だけなんで

すか。」、「何で秋田県では地価が上昇しないんです

か。」、「秋田県知事はうちも地価が上がってほしい

と言っていましたよ。」と、こういう質問が続々出

てくるんです。地価が上がるということは、その

地域が活性化する、経済の将来が明るいから地価

が上がると世間では考えられていました。 

 

○藤原 大阪に監視区域の指定について相談に行

ったときには、東京一極集中で東京だけがいい思

いをしている、やっと大阪に明るい兆しが来たの

だから邪魔をしないでくれと、そういうふうに言

われました。 

 そういうムードで、監視区域の指定も当初は難

しかったですね。 

 

○原 難しかった。政策課長のときに京都に電話

をしたんですが、同じことを言われました。 

 

○藤原 それと、監視区域の実効性を確保するた

めに、指定面積の関係もありましたしね。 

 

○原 そうそう、みんな500㎡ぐらいから始まって

いるんですよ。 

 

○生田 京都府は精華町というところを一番に指

定したんですが、通常の役場との事務的な折衝で

はノーでしたので、直接乗り込まざるを得ません

でした。町長のところへ行って、こういう状態だ

からということをきちんと話して、研究学園都市

の将来ということも説明したら、最後は「京都府

が責任をとってくれるのであれば結構です」とお

っしゃられた。それで初めてやれた。でも、その

隣の地域の地価が上がり出して……。 

 

○原 千葉県でさえ、そうでしたよ。東京都が監

視区域を指定してすぐ、千葉県庁へ行って千葉県

に監視区域の指定をしてほしいと言ったら、県会

議員というのは建設業者と不動産業者が多いので、

そういう土地対策をやるということが県会で通る

はずがないでしょうと言われました。だから、今

の地方分権も、よく考えてほしいんですよ。そこ

へいきなり話が飛ぶのはどうかと思いますが、議

会というのが経済合理的な長期的な観点からする

行政を制約するような出方をすることも、古今東

西例に事欠かないほどありますね。当時は、国土

庁はものすごく切羽詰まっていました。 

 

○藤原 原さんが発言された国鉄用地とか公有地

の問題も、地価の高騰がさらに進行し、国鉄用地

の売却を凍結していただかないとどうしようもな

いということになりました。そして、地価問題も

大変だから、しばらくの間売却は涙をのんで辛抱

しましょうということになりました。ただ、国鉄

問題もなかなか大変だから、地価を顕在化させな

いような処分方法は引き続き勉強するということ

になりました。 

もう一つは、居住用資産の買い換え特例です。

住宅局が苦労して住宅政策推進の一つの重要なツ

ールとして推進してこられた施策です。ただ、都

心部の地上げに伴い郊外の住宅地の地価が猛烈に

上昇したので、しばらく居住用資産の買い換え特

例は廃止してもらおうということになった。これ

も大変だったですね。まず制度創設に努力された

方々をはじめ関係者の皆様に相談し、やむを得な

いとご了解をいただきました。いろいろやりまし

たが、金融面をやらないとバブル沈静化が図れな

いんですよ。 

 

○司会 さっきからお話が出ているように、バブ
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ル後ずっと地価が下がり続けてきたものですから

当時の話を研究する方も大分なくなっていたとこ

ろ、今、中国が急にバブルと言われ出して、逆に

日本の当時の話が脚光を浴びているようなところ

がありますね。 

 

○藤原 サブプライムローンに端を発したリーマ

ンショック、証券化商品の話を聞くにつけ不動産

市場には、これからもいろいろな資金が形を変え

て流れ込んでくると思います。それは不動産の流

動化とか有効利用に資するでしょうが、間違える

とバブルの要因になりかねないかもしれないです

ね。 

 

 

～地価バブル崩壊後の土地政策～ 

 

○司会 土地基本法ができて、平成２年にはおっ

しゃっていたような総量規制も入り、３年には地

価税も導入されるということで、３年をピークに

して以降地価はずっと下落を続けたという結果に

なっているわけでございますけれども、それでは

話を先に進めさせていただきたいと思います。 

 地価下落が続く中、遊休地の増加とか、個人・

企業のバランスシートが悪化して金融機関の不良

債権の停滞等、おっしゃっていたように「失われ

た10年」という状況になってきた。そして平成９

年になりますと、新総合土地政策推進要綱という

形で、土地政策の目標、「地価抑制から土地の有効

利用へ転換」とうたわれたものが出たわけでござ

います。これが出た直後あたりに生田様が次長と

して土地局に来られたと思うのですが、当時のこ

とで何かお話しいただくことはございますか。 

 

○生田 この段階でも財政出動をできるだけ縮小

しようという財政当局の意向が非常に強くて、財

政出動なき経済再建という視点が非常に強く大蔵

省の側から主張されました。私の担当した時代は、

まだ不良債権がどんどん生まれてきているころで

す。地価の下落のスピードが速く処理する額より

も、増えるほうがはるかに大きい。 

 当時、それは帳簿上の処理で片づけられると思

われていたような気配がありまして、損切りとい

う形で不良債権処理をするわけです。本業で再建

できない企業に関しては倒産処理をする。本業で

再建可能なものについては、本業でない部分につ

いて損切りをして、金融機関が損失を自分の手元

で処理をする。毎月何千億円と処理していくんで

すが、地価が下がり続けるからいつまでたっても

終わらない、その間ずっと低金利のまま据え置く

という格好になった。 

 さすがに、この段階になってきますと、帳簿上

の処理ではなくて実体上の土地の収益力を上げな

い限り終わらないというふうに考えられるように

なって来ました。当初からこちら側はさんざんそ

のように言っていたんですけれども、だんだんわ

かってくるんですね。塩漬けになっている土地を

どうやったら収益力を回復できるのか、そういう

意味では、実体上の収益力を上げるために、使え

る土地はどういう条件であれば使えるのかという

ことを検討し始めた時期だと思います。 

 ただ、塩漬けになって使えない土地は、形状が

悪くて、裏宅地で、基盤施設がほとんどないとこ

ろがそうなっているわけで、いいところは何とか

回復の気配が出てきている時代だったです。です

から、土地局のほうは、ちゃんとやるためには基

盤施設の整備をやったほうがいいんじゃないかと

いう感覚が非常に強かったですね。 

写真３ 座談会風景 

写真３ 座談会風景 
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 その後、小泉内閣になってからですが、財政出

動は完全にまかりならないという中で、規制の緩

和によって収益力を上げようという形に転換して

いくんです。つまり、お金を一銭も出さないで収

益力を上げるためにはどうしたらいいのかという

考え方ですね。ただ、その頃私たちはそれはちょ

っと変だ、こういう問題は基盤施設整備を着実に

やって収益力を上げていくほうが本筋だと思って

いました。私は今でも、いわゆる社会的な規制の

緩和で、土地の価格、収益力を上げていくのはど

うかという感じがしています。 

 

○司会 原さん、いかがでしょうか。ずっと民間

におられた感覚で、このころのお話は何かござい

ますか。むしろ有効利用で……。 

 

○原 残念ながら私は平成12年から平成16年の間

は海外担当をやっていたので、日本のことは疎く

て何とも言えないのですが、収益力をどうやって

上げていくかというのは、生田さんが言ったよう

に帳簿上だけで上がるわけはないので、実際にテ

ナントさんが入り、あるいは商売をやって収益が

上がるという形にしないといけない。民間サイド

からすると、このころから急に欧米流のプロパテ

ィマネジメント、アセットマネジメントというも

のの必要性が非常に大きな声で叫ばれてきたし、

それから平成13年（2001年）には例のJ－REITがス

タートしているわけですし、そのころから行政側

の努力が民間のビジネスにも徐々に反映してきて

いるという感じがしました。 

 

○藤原 土地の利用・活用を高める環境整備が必

要でしょうね。社会のニーズに対忚して高度利用

を図り、土地の生産性を高める努力なんでしょう

ね。 

 

○生田 何だかんだいっても、王道といいますか、

結局、それしかないんですよ。 

 私は別に容積率とか高度規制を緩くすることに

絶対反対というわけではないんですが、これは帳

簿上の処理と一緒でして、例えば、あるゾーンを

規制緩和して高度に利用できるようにした場合に

は、その土地はいいんです。その土地は確かに値

段が上がると思いますが、実はその周りの土地が

下落するんです。事務所が移って周りが空きビル

になってしまったり。 

 そういうやり方は副作用が大き過ぎるので、例

えば裏宅地のところに基盤施設の道路をきちんと

整備して、その土地の実質的収益率を上げていく

という立場、全部がプラスになるようなスタイル

をとらないと、土地政策としてはまずいという感

じが非常に強くしていました。ですから、決して

規制緩和については反対ではないのですが、基盤

施設の整備をしないで規制緩和だけというのは問

題だという感じがします。例えば都心部の二極化

みたいなことが起こってしまう。ぴかぴかと光り

輝いているところと、その周りのすごくシャビー

なところという感じになってしまうとか。 

 

○原 80年代後半のバブルの真っ最中に、私が新

聞記者によく言っていたのは、生産財として土地

を見た場合、これだけ人・物・金が国際的に自由

に動き回る世の中になっているのに、一国経済だ

け、一生産要素だけが飛び抜けて上昇し続けると

いうことは絶対にあり得ない。長期的には必ず国

際水準にすりついていく。そういう話をしていた

ら、つい最近になって「あなたの言っていたとお

りですね」と言われてびっくりしましたが、要す

るに、生田さんが言われたように、不動産に対す

る需要は際限なく生まれ出てくるはずがないので

あって、どこかから奪い取ってくるか、その地域

で新しく需要を自分でつくり出すか、どっちかし

かない。後者は今の停滞日本ではあり得ないので、

よその地域から持ってくるということにならざる

を得ない。それが地域間競争であり、国際的都市

間競争であるわけです。 

 私は国交省から頼まれて1998年（平成10年）か

ら2006年(平成18年)までOECDの地域開発政策委員

会の副議長、そして都市問題の議長をやっていた

んですけれども、世界中の関心は最後はそれなん
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要でしょうね。社会のニーズに対忚して高度利用

を図り、土地の生産性を高める努力なんでしょう

ね。 

 

○生田 何だかんだいっても、王道といいますか、

結局、それしかないんですよ。 

 私は別に容積率とか高度規制を緩くすることに

絶対反対というわけではないんですが、これは帳

簿上の処理と一緒でして、例えば、あるゾーンを

規制緩和して高度に利用できるようにした場合に

は、その土地はいいんです。その土地は確かに値

段が上がると思いますが、実はその周りの土地が

下落するんです。事務所が移って周りが空きビル

になってしまったり。 

 そういうやり方は副作用が大き過ぎるので、例

えば裏宅地のところに基盤施設の道路をきちんと

整備して、その土地の実質的収益率を上げていく

という立場、全部がプラスになるようなスタイル

をとらないと、土地政策としてはまずいという感

じが非常に強くしていました。ですから、決して

規制緩和については反対ではないのですが、基盤

施設の整備をしないで規制緩和だけというのは問

題だという感じがします。例えば都心部の二極化

みたいなことが起こってしまう。ぴかぴかと光り

輝いているところと、その周りのすごくシャビー

なところという感じになってしまうとか。 

 

○原 80年代後半のバブルの真っ最中に、私が新

聞記者によく言っていたのは、生産財として土地

を見た場合、これだけ人・物・金が国際的に自由

に動き回る世の中になっているのに、一国経済だ

け、一生産要素だけが飛び抜けて上昇し続けると

いうことは絶対にあり得ない。長期的には必ず国

際水準にすりついていく。そういう話をしていた

ら、つい最近になって「あなたの言っていたとお

りですね」と言われてびっくりしましたが、要す

るに、生田さんが言われたように、不動産に対す

る需要は際限なく生まれ出てくるはずがないので

あって、どこかから奪い取ってくるか、その地域

で新しく需要を自分でつくり出すか、どっちかし

かない。後者は今の停滞日本ではあり得ないので、

よその地域から持ってくるということにならざる

を得ない。それが地域間競争であり、国際的都市

間競争であるわけです。 

 私は国交省から頼まれて1998年（平成10年）か

ら2006年(平成18年)までOECDの地域開発政策委員

会の副議長、そして都市問題の議長をやっていた

んですけれども、世界中の関心は最後はそれなん
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ですよ。自分の強みを生かして、いかによその都

市からお客を引っ張ってくるかということです。

それがない限り、規制緩和をしたところで、だめ

なんです。ですから、2000年の都市再生特別措置

法のときにも言ったのは、サプライサイドだけで

やっていても意味ないですよと。ビジネスという

のはお客があってのサプライなのだから、我が国

都市の国際競争力を高めるためにはマーケティン

グをちゃんとやって、どういう町をつくったら外

国のお客が、産業が、働き手が来るのか、サプラ

イがちゃんと埋まるのか、床が埋まるのか、考え

なければだめじゃないですかという話を内閣にし

まして、そういう国際的なマーケティングをどん

どんやろうよと。お金でも何でも、どんどん入っ

てくるようにしようよという話をしたんです。要

するに、スポット的に幾らサプライサイドの政策

をやったって、何の意味もない。全く同感ですね。 

 そこで今度は計画論に入るわけだけれども、計

画は要らないという話になる。（笑） 

 

 

～土地利用計画・規制制度の課題と方向性～ 

 

○司会 先取りしていただいて済みません。規制

の話もありましたので、お聞きしたいと思ってお

りました計画論の話も尐しお聞きさせていただき

たいと思います。 

 土地局も御案内のとおりでございまして、先ほ

どの取引規制というのはもちろん大きな手段とし

て持っているわけですが、一方で土地利用基本計

画という国土利用計画法のもとでの制度を持って

いるわけでございます。これは５地域区分を前提

にいたしまして、法体系上は、都市計画法や農振

法、あるいは森林法といった諸計画の上位計画と

いう位置づけで、いわゆる総合調整機能を果たす

ということになっているわけですけれども、実態

的には、直接的な規制等はみんな都市計画法とか

農振法等にゆだねられている。かつ、土地利用基

本計画上も、いわゆる重複指定ができる、区分の

重複があるということになっていまして、こうい

った土地利用計画制度に対して、学会あるいは自

治体その他関係者から、いろいろな問題点が従前

から指摘されてきたところでございます。具体的

には、５地域の縦割りの弊害とか分野横断的な視

点の欠如、あるいは市町村の権限不足、自主性の

発揮の機会の不足とか、一方で「計画なければ開

発なし」という基本的な考え方そのものが日本に

ないことの問題とか、こういうことが今も引き続

き指摘されている。 

 そういう中で、従来の土地利用規制も含めた計

画制度が、いわゆる都市の外延的拡大を抑止する

形で制度設計されてきた中にあって、いよいよ本

格的な人口減尐時代ということでございます。こ

れからは恐らく今まで経験したことのないような

都市の縮小といったことも起きるのではないか。

こういった時代の中で、土地利用計画制度につい

ての今日の課題あるいは今後の方向性等について、

お話を伺えればと思っております。この関係は恐

らく生田先生が大学で非常に詳しく研究をされた

部分もあると思いますので、まず生田先生からお

願いします。 

 

○生田 土地基本法制定後の土地利用計画で注目

すべき点が２つありまして、一つは都市計画の中

でマスタープラン制度ができた点、もう一つは詳

細計画の拡充、具体的にはかなり詳細な土地利用

に関する計画の制度のバリエーションが非常に広

くなり、また実際に盛んに活用され始めたこと、

この２つだと思います。 

 土地利用基本計画の関係はどちらかと言うとマ

スタープランの問題に近くなってくるのですが、

我が国ではやっとこの時期に先進国並みに二層制

の都市計画制度を導入した形になったのですが、

これは非常に有効だと思います。ただ、都市計画

区域マスタープランについては限界がありまして、

当たり前のことですが、都市計画区域内に限定さ

れてしまっている。東京にいるとあまり感じない

のですが、ちょっと地方へ出ますと、都市計画区

域で物事はほとんど終了しないといいますか、完

結しない。端的に言いますと、ほとんどの問題が
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都市計画区域を越えて発生しています。 

 例えば廃棄物の処理です。都市活動には大量の

ごみが伴いますから、廃棄物処理施設というのは

非常に公益性が高い施設ですね。都市計画法、建

築基準法の世界では、一番適切な場所にこれを設

置しなければいけないということで、都市施設と

して都市計画決定することになっているんですが、

そのコントロールは都市計画区域の中に限られる。

しかし、廃棄物の処理施設は嫌悪施設ですから、

結果として処理施設はコントロールが厳しい都市

計画区域を逃れて、規制の緩い都計区域の外でつ

くられてしまう。端的に言うと、都市における大

量の消費活動の結果を都市以外のところが引き受

けさせられている。そういう状態が出てきていま

して、どうしても都市と都市以外が対立的関係に

立ってしまうという感じなんです。 

 廃棄物処理みたいなことを考えても、都市と都

市以外を総合的にトータルで見るということがど

うしても必要になってくるので、都市計画区域の

マスタープランには限界があって、土地利用基本

計画サイド、特に市町村レベルの土地利用基本計

画の充実といいますか、創設といいますか、都市

計画マスタープランにかわるような機能を発揮し

ていかなければいけないのではないかという感じ

が私は非常に強くしております。 

 我が国は、昭和30年代から今日まで、都市と農

村の間を断絶してきた経緯があります。農産物な

ども全部一たん東京あたりに持ってきて、都市と

その周辺との関係が希薄化している。都市と農村

との間をもう尐し結びつけるためには、計画レベ

ルでの連携を強化しないとだめだと思うんです。

都市計画区域のマスタープランは、どうしても都

市と都市以外のことを分けて考えていますから、

非常にまずいやり方である。そういう意味で、今

後、土地・水資源局に非常に強く期待するのは、

都市と都市以外をひっくるめた市町村全体の土地

利用計画、かなり具体的な拘束力のあるものを地

域の手によってつくっていくしかないのではない

か。そう簡単にいかないと思いますけれども、尐

なくとも制度としてそういうことができるように

していくことからスタートする必要があるのでは

ないかと思っています。 

 

○司会 大変難しい宿題をいただきましたが。 

 

○藤原 土地基本法のときも、３条の規定をめぐ

って局内で大いに議論があったんです。２項だけ

でいいじゃないか、１項は要らないと。しかし、

１項は、生田先生が今おっしゃったような気持ち、

計画の有無にかかわらず土地の利用については適

正に行われなければならないという気持ちで置い

たんですよ。（注＊） 

 

○生田 この規定は大きいですね。 

 土地基本法３条１項に明確に基づいているかど

うかは別として、先進的な首長さんがいるところ

は、全体の土地利用計画に当たるようなものをつ

くり始めていますね。ヒアリングなどで行って聞

くと、「３条の１項が一種の精神的なよりどころで

す」と言っていますから、それはそうなんだろう

と思います。 

 

○司会 確かに今は市町村でも、条例等も含めて

全体の土地利用計画みたいなものを考える動きは

あると思います。 

 先生のお話は恐らく市町村での区域全体にわた

る土地利用計画のお話だと思うのですが、今は地

方分権の動きもあり、今度は市町村間の広域調整

もまた一つの大きな課題のような気がするんです

が、そのあたりは……。 

 

○生田 これはなかなか難しいですね。具体的に

東北等で問題になっているのは、大規模小売店舗

の立地コントロールですね。あるバイパス沿いに

大規模小売店舗が立地しようとしますと、その都

市の中心市街地、商店街は絶対反対なんです。し

かし、ではということで首長が断ると、隣の町の

バイパス沿いに立地する。これはもっとひどくて、

中心市街地もやられるし、自分の町は衰退する。

ですから、広域的な機能を持っている施設とか、
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そういうものに関しては、もう尐し上のレベルの

広域的な計画でコントロールしないとだめですね。

そういうものがかなりあるんです。 

 先ほどの廃棄物処理施設も、ある市が市の一番

端の境界のところにつくったら、その隣の地方公

共団体が猛烈に反対して、宙ぶらりんになってい

る。結局、市民が嫌なものは一番外側にというこ

とですが、これでは隣の町と調整ができないもの

も随分あるので、地方分権で市民に近いところに

決定権を下ろすということも一つの考え方だろう

と思いますけれども、市民に任せて決着のつかな

いものも随分あるんです。そういうものは、県レ

ベルなり、もう尐し広域レベルのところでの計画

で対処すべきなんですが、残念なことに、今はこ

のレベルの計画論がないような気がします。都市

計画の場合は長年やっていますから、いわゆる実

態的な計画論はあるわけですけれども、もうちょ

っと上になってくると、どこがふさわしいのかと

か、そういうものがなかなかうまくいかないのが

実際です。土地利用基本計画も、今のようなスタ

イルだと、まだちょっと射程が足りないなという

感じが強くしています。 

 

○藤原 市町村合併に伴う土地利用の再編みたい

なことは、実態的にはかなり進みつつあるんです

か。 

 

○生田 進みつつあるんですが、現実には財政が

非常に悪くて、合併したために前より悪くなった

といいますか、マイナスばかりが強調されている。

水道料金が上がったとか、役場が遠くなったとか、

悪いことばかりが顕在化していて、いいほうの話

はまだほとんど出ていません。これは主として財

政的視点から行われたからで、都市的な必然性か

ら行われたものではないからだと思います。 

 

○原 行政区域の境界が、合併後どれだけ合理的

なものに近づいているのかというと、それは行政

区域に関係なく生活の実態が拡大してきているか

ら、あまり議論の意味がないものになってしまっ

ているんです。 

 私は駐車場経営者の集まりの全日本駐車協会の

副会長をやっていますが、地方都市の駐車場業界

はどこも壊滅的な打撃を受けています。駐車場は

中心商業地への買い物客で成り立っているわけで

すけれども、例えば山形のお客さんは山形市の中

心の商店街へ買い物に来ないで、みんな仙台に行

ってしまう。だから、仙台を何とかしてほしいと

いうふうになるわけですよ。だから、市町村の境

を越えた云々ではなくて、計画は県の境を越えな

いといけない。 

 それから、市の行政の姿勢の問題もあるけれど

も、どうしても中心部の再開発に手を染めたがら

ないんです。財政的にも大変だし、政治的支持も

失うことになりかねない。だから、どうしても市

の行政当局は、その周辺部の、農業後継者がいな

い耕作放棄地に商業施設の立地をさせるような、

そういう安易な道をずっと選んできた。その結果、

自分たちの商圏の中でも中心部から周辺のショッ

ピングセンターにお客が移り、そして仙台に取ら

れるようなことになる。 

 だから、私は計画論の必要性を認めないわけで

はないけれども、どういう単位で誰が計画を考え

るのか。そして、その計画を実現するための政策

手段はどんなものがあるのかということだと思い

ます。もう一つは、スプロール化して周辺にずっ

と広がっていった市街地を、人口の減尐とともに

どうやってもう一回小さいものにしていくのか。

方法論があるのかどうか。そういう点から考えな

いといけないですね。あとの方の話は都市計画の

話になるのでしょうけれども。 

 

○生田 人口が減っているにもかかわらず、東北

はDID区域がずっと拡大しているんです。つまり、

薄い市街地がふえている。これは行政にとっては

非常にまずくて、コストが物すごくかかる形なん

です。青森でコンパクトシティの試みがやられて

いますけれども、調子はそんなによくないですね。

やはりうまくいかないところがあるんでしょうね。 
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○原 交付税が天から降ってくると思っていると

ころがあるんですよ。税財源の配分の問題が一つ

ありますね。 

 

○生田 ただ、生活に身近な施設とか身近な利用

規制は、市町村単位の計画で対忚することは絶対

に必要だと思います。原先輩がおっしゃったよう

な大規模小売店舗とか商業圏域の広がりみたいな

ものについては、全く別の計画論が要るのだと思

います。 

 ところが、多くの縦割りの法律においては、例

えば中心市街地活性化法にしても廃棄物処理法に

しても、そういった立地コントロールの発想がな

いんです。立地コントロールはどこがどういう形

でやっているのかというと、だれもやっていない。

結局、便利で、土地が安くて、大規模な用地が確

保できるところになだれ込んでいってしまってい

る。立地コントロールが行われていないことがそ

もそもの問題だと思います。 

 問題が起こっているのは、みんな各法で立地コ

ントロールを放棄したものです。大規模小売店舗、

それから処理施設や病院もそうですね。 

 土地利用サイドとしては、個別法でやっていな

いのだから、やったらいいじゃないかという感じ

がある。簡単でないことはわかっているんですが、

だれもやらないことが問題ではないでしょうか。

やれる技術とか能力とか、そういうものがないこ

とが問題かもしれないですね。 

 

○原 そういうことを国の法律でやる意義、今日

的な意味、そして国の法律でやらなければならな

い憲法上の要請とか、そういう問題はないんです

か。 

 

○生田 それは難しい問題ですね。 

 ドイツでは、大規模小売店舗も、これぐらいの

人口規模があるところではこれぐらいの店舗しか

つくれないというコントロールをしていたんです。 

 

○原 総量規制ですね。つい最近、アメリカ西海

岸のショッピングセンターを視察してきた私の会

社の人が話していましたが、郊外SCのデベロッパ

ーには住宅との一体開発を求める。立地はタウン

センター、売り場面積は住宅地の居住人口規模に

見合うものとする。 

さらに、SCにはコミュニティーセンターとして

の機能を持たせる。即ち、災害発生時には避難所

として解放すること、救援物資の放出をすること

等を義務として課す。だから、日本のように中心

商業地と郊外ショッピングセンターとの間で顧客

を奪い合う、と言うようなことは起きない、と言

うのです。自由の国アメリカの方が、土地利用規

制は厳しいと言えます。 

 

○生田 ドイツでは、小さな町には、それにふさ

わしい小売店舗しかつくれない。ところが、この

コントロール制度は連邦憲法裁判所で負けている

んです。負けた理由は、私はドイツ語が堪能では

ないので明確に確認したわけではないのですけれ

ども、市町村のレベルが持っている固有の計画権

を侵害するという理由で負けている。ただ、日本

の場合、そういう固有の計画権がはっきりあるわ

けではありませんし、広域的コントロールの必要

性が強いので、日本だと負けないのかもしれない

と思います。 

 

○藤原 それはどうなんでしょうね。やはり市町

村行政の範囲なのかもしれないですね。 

 中心市街地の問題にしろ、耕作放棄地とか里山

の荒廃にしろ、かなり広域にわたる問題ですから、

その辺をどういうふうに計画的に考えていくか。

そこら辺まで土地行政として考えるべきなのかも

しれません。そして、その考えのもとに地方行政

にしっかりやっていただくという格好がいいのか

もしれないですね。都市計画とはちょっとまた次

元が違うのでしょうね。 

 

○生田 違うと思います。 

 立法政策論として見ると、今までのように国が

法律制度の隅から隅まできちんと書くようなスタ
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○原 交付税が天から降ってくると思っていると

ころがあるんですよ。税財源の配分の問題が一つ

ありますね。 
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○原 そういうことを国の法律でやる意義、今日

的な意味、そして国の法律でやらなければならな

い憲法上の要請とか、そういう問題はないんです

か。 

 

○生田 それは難しい問題ですね。 
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けではありませんし、広域的コントロールの必要
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と思います。 

 

○藤原 それはどうなんでしょうね。やはり市町
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その辺をどういうふうに計画的に考えていくか。

そこら辺まで土地行政として考えるべきなのかも

しれません。そして、その考えのもとに地方行政

にしっかりやっていただくという格好がいいのか

もしれないですね。都市計画とはちょっとまた次

元が違うのでしょうね。 

 

○生田 違うと思います。 

 立法政策論として見ると、今までのように国が

法律制度の隅から隅まできちんと書くようなスタ
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イルはもう古いという感じがしていまして、スキ

ームだけでいいじゃないかと。大きなスキームだ

け法律で規定して、中身は県なり県の連合なり市

町村にということで、授権するようなシステムを

土地利用規制の場合には提案すべきではないかと

思います。 

 

○原 成功したためしがないけれどね。 

 

○生田 はい。それはそのとおりだと思います。 

 

○原 そして、本当に有能なリーダーを選べたと

ころが生き残って、それ以外のところはみんなゴ

ーストタウンになってしまうというような、信賞

必罰、はっきりするようにしていかないとだめな

んでしょう。死にそうになったら、すぐ助けてく

れるというのだから、安心して死にそうになれる

わけです。 

 

○司会 計画の場合も、主体の話と、原さんがお

っしゃったような、その計画を実現する手段とい

うのがあると思うんです。その実現する手段のと

ころで申しますと、今いろいろ問題になっている

のは、行為を規制するというのは従来の形ででき

ますが、むしろ今の空地・空家に代表されるよう

に、使われないもの、これを土地利用計画で何と

かできるのかということも一つ大きな問題だと思

います。ただ、これはなかなか知恵がなくて、ス

マートシュリンクといいますか、いわゆる空洞化

しているところを寄せようと思っても、手段はな

かなか見つからない。 

 

○藤原 転換しやすいように、それの手足を縛っ

ている規制があれば緩和していけばいいんですが。

その辺の整理をしながらやらないといかんのでし

ょうね。 

 

○生田 中心市街地の話で、シャッター通りがあ

りますね。例えばコンビニエンス・ストアなんか

が進出しないのかというと、進出はしたいんです

よ。しかし、地代が高くて、それでは進出できな

いという状態が実態のようです。だから、どれだ

け地代を下げられるかが問題なのですが、地権者

が年寄りで、年金暮らし、あまり困っていないの

で、地代を低くして貸す意識もないし、変に誰か

に貸したら返ってこないとか、いろいろ面倒だと

か、そういう類の話が結構あるのですが、例えば、

売上に忚じて家賃を払う仕組みがちゃんと導入で

きれば、立地できるものも尐しはあるのではない

かという感じがします。 

 

○原 四国の高松の丸亀商店街は今おっしゃった

とおりのことをやっている。要するに所有と経営

を分離してしまう。土地を全部現物出資してもら

って、配当はちゃんとやる。地代相当の配当は差

し上げるということで、個々の商店がみんな集約

して、リニューアルしているんです。こういうや

り方は、リーダーが、何千回もミーティングをや

って説得して、時にはぶん殴られて、それでも負

けずにやっている。そういうリーダーを選んで、

そういう仕組みをつくっていけば、今でもできる

んですよ。 

 内田さん、四国地方整備局で体験されて如何で

したか。 

 

○司会 おっしゃるとおり、あそこは非常に成功

例として言われているんですが、話を聞きますと、

今になるまで20数年かかっているんです。そうい

う企画をしてから20数年かかってやっとというこ

とですから、一朝一夕にできる話ではないだろう

と思います。かつ、高松で一番いい場所だから成

り立つというところもあると思うんです。 

 

○原 その商店街の再開発の成功の秘密は、自分

で2,000台の駐車場を持ったことです。お客が来て

日銭が入るんです。買い物をしたら割引する。だ

から、郊外のショッピングセンターへ行って、た

だの駐車場にとめてショッピングして帰ってくる

のと同じぐらいだと。時間距離があるから。そう

やってお客を集めているんです。その前提として、
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エコ、モータリゼーションをどう考えるかという

こともあるんですよ。 

 

○司会 土地局の土地利用計画のところへ導くの

は、また違う面があるのかもしれませんが。 

 

○原 だから、従来型の土地利用計画の概念から

脱皮しないとだめだということなのではないでし

ょうか。生田先生がおっしゃるのは。 

 

○司会 その部分をある程度スキーム化して、地

元へおろすような。 

 

○原 各省にはどんどん乗り込んでくださいとい

うことだと思うんです。 

 

○藤原 そういう意味では、バブル対策もそうな

んですがね。 

 例えば地価と経済の関係もウォッチしておられ

て、バブル再来の恐れがあれば意見を言ったり警

告を発したり、場合によっては提言する。最近は

グローバル化で外国から飛来しますから、そこま

で含めて情報収集して適宜対忚することも必要で

すね。だから、土地行政というのは随分広く、何

でもできるんだよ。 

 

○原 さっき申し上げたように、内閣審議官を併

任すること、あれは効きましたね。「おまえ、内閣

の立場で物を言え」と、こう言うんですよ。 

 

○藤原 私も土地局次長になったとき、内閣審議

官を併任させられたんです。各省の土地関係の次

長、審議官クラスは全部です。あれは総理の指示

だったかどうか知りませんが。 

 

○司会 すると、国土庁から国土交通省になった

ことで、また尐しややこしくなっている部分があ

るのかもしれません。（笑） 

 

○原 よかったか悪かったかというのはあります

ね。各省の一つになってしまったわけですからね。

総合調整機能が失われてしまったでしょう。 

 

○藤原 そうですね。都市計画とか住宅計画、あ

るいは農振地域などそれぞれ他の関与を許さない

ようなところがあったでしょう。 

 

○生田 ありますね。 

 

○藤原 ただ、最近は大分変わっているでしょう。 

 

○司会 最近は角を突き合わせるようなことはあ

まりなくなってきています。 

 

○生田 自分で自分の首を絞めているということ

がわかってきたのではないかと思います。 

 

 

～今後の土地政策の展望～ 

 

○司会 それでは、時間も経過しておりますので、

最後に、今後の土地政策の展望といいますか、思

われていること等がございましたら、どんなこと

でも結構ですので、おっしゃっていただければと

思います。 

 では、生田さんからお話しいただいて、最後に

藤原さんにお願いしたいと思います。 
 

○生田 私が今の土地・水資源局を見ていて漠然

と感じることは、現場の課題意識がほとんどない

のではないかという感じがすることです。私は東

北のことしか知りませんけれども、世の中で問題

がいっぱい起こっていても、そういう問題を現場

的解決意識をもって、正面から取り組んでいない

ものですから、課題意識にちょっと欠けていると

ころがあるのではないか。「そんなことはない」と

言ってもらいたいんですけれども、そういう気が

いたします。 
 土地局は出先がありませんから気の毒なんです

けれども、それでも頑張って地方整備局等へ行っ
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て、具体の現場でどういう土地利用に関する課

題・問題が起こっていて、それが今の法制度でど

うしてできないのかということをちゃんと見極め

て、それで法制的に国でしかできないことを考え

ていってもらう必要がある。今は何となくシュリ

ンクしているような気がしてしようがない。あれ

は都市地域整備局とか、あれは何局とかというよ

うなことを言っていると、土地局のエリア、所掌

分野はどんどん小さくなっていくような感じがし

ますので、ぜひ蛮勇を奮って出ていったほうがい

いのではないかという感じがいたします。 
 具体的な話は先ほど土地利用計画の話のところ

で申し上げましたので、あとは諸先輩にもう尐し

厳しいお話をしていただけるかと思います。 
 

○司会 ありがとうございました。 

 では、原さん。 
 

○原 私は不動産と金融の融合という世界に身を

置いているわけだけれども、金融行政からのお節

介焼きのほうが圧倒的に多くて、土地基本法をは

じめとする不動産行政全体からのお節介というの

はほとんどない。「不動産」と言ってしまうと不動

産業という業サイドの話になって、「土地」と言う

と不動産業が相手にしている不動産のうちの建物

以外の地球の表面ということになるわけだけれど

も、いつまでも土地にこだわっていていいのかな

という気持ちがあるんです。 

 私が土地局に５年いたから思うわけではないけ

れども、もう尐し土地というところから業ではな

い不動産というもののあり方ですね。土地基本法

の３条、「自然的、社会的、経済的及び文化的諸条

件に忚じて適正に利用されるものとする。」という

のは、土地だけではなくて、上物と一体になって、

その目的を達成しなければならないというものだ

ろう。土地だけでは決してこのことは満足できな

いわけだから。だから、業としての立場ではなく、

不動産そのものが国民生活とどういうふうにかか

わるのかという部分で、もう尐し社会的に意義の

ある政策分野があるような気もしています。 

 今の不動産と金融の融合している世界を見ると、

余りにも金融サイドが強くて、今度は逆の形でゆ

がんできているのではないかというふうに思うん

です。私はいつも会社で言っているのだけれども、

物（ブツ）が大事なんですよ。お金はちゃんと計

算して透明性を確保していればいいのであって、

物（ブツ）が最善のものとして働くようにするこ

とが我々プロの世界だろうと。だから、物（ブツ）

を忘れるなと。金はちゃんと計算して間違いなく

すればいいんだと。こういうふうに言っているん

だけれども、その物（ブツ）に対して育成・指導

に当たるところが、不動産業課サイドだけでなく

土地行政サイドからもうちょっとあってもいいの

かなという気がしています。あまり具体的な話で

なくて済みませんけれども、そんな感じがしてい

るんですよ。 
 

○司会 その意識はございまして、昨年の土地政

策審議会の企画部会の中長期ビジョンの題名は

「国民生活を豊かにする不動産のあり方ビジョ

ン」ということで出させていただいているのです

が、同じ意識ですね。土地だけではなくて、実際

の市場は土地と建物が一体に動いているというこ

ともございますので。 

 では、藤原さん、よろしくお願いします。 
 

○藤原 安全・安心な経済社会・地域社会を構築

する上で土地利用というのは根幹中の根幹として

重要な地位を占めているわけですから、そういう

認識の上に立って、新しい社会のニーズ、課題を

的確に把握し、柔軟、円滑に土地利用を転換して

いけるような環境づくりに関心を向けていただき

たいと思います。 

 それと、ストック経済とフロー経済は、密接に

関連しあっているわけですが、マクロ的には、ス

トック経済でフローの経済をリードするという考

え方は私は基本的に間違っていると思います。や

はりストック経済はおおむねフロー経済の結果で

ありフロー経済の反映だと思います。そして、総

じて地価は安定的に推移したほうが社会のために



17土地総合研究 2010年夏号

 16 
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厳しいお話をしていただけるかと思います。 
 

○司会 ありがとうございました。 

 では、原さん。 
 

○原 私は不動産と金融の融合という世界に身を

置いているわけだけれども、金融行政からのお節

介焼きのほうが圧倒的に多くて、土地基本法をは

じめとする不動産行政全体からのお節介というの

はほとんどない。「不動産」と言ってしまうと不動

産業という業サイドの話になって、「土地」と言う

と不動産業が相手にしている不動産のうちの建物

以外の地球の表面ということになるわけだけれど

も、いつまでも土地にこだわっていていいのかな

という気持ちがあるんです。 

 私が土地局に５年いたから思うわけではないけ

れども、もう尐し土地というところから業ではな

い不動産というもののあり方ですね。土地基本法

の３条、「自然的、社会的、経済的及び文化的諸条

件に忚じて適正に利用されるものとする。」という

のは、土地だけではなくて、上物と一体になって、

その目的を達成しなければならないというものだ

ろう。土地だけでは決してこのことは満足できな

いわけだから。だから、業としての立場ではなく、

不動産そのものが国民生活とどういうふうにかか

わるのかという部分で、もう尐し社会的に意義の

ある政策分野があるような気もしています。 

 今の不動産と金融の融合している世界を見ると、

余りにも金融サイドが強くて、今度は逆の形でゆ

がんできているのではないかというふうに思うん

です。私はいつも会社で言っているのだけれども、

物（ブツ）が大事なんですよ。お金はちゃんと計

算して透明性を確保していればいいのであって、

物（ブツ）が最善のものとして働くようにするこ

とが我々プロの世界だろうと。だから、物（ブツ）

を忘れるなと。金はちゃんと計算して間違いなく

すればいいんだと。こういうふうに言っているん

だけれども、その物（ブツ）に対して育成・指導

に当たるところが、不動産業課サイドだけでなく

土地行政サイドからもうちょっとあってもいいの

かなという気がしています。あまり具体的な話で

なくて済みませんけれども、そんな感じがしてい

るんですよ。 
 

○司会 その意識はございまして、昨年の土地政

策審議会の企画部会の中長期ビジョンの題名は

「国民生活を豊かにする不動産のあり方ビジョ

ン」ということで出させていただいているのです

が、同じ意識ですね。土地だけではなくて、実際

の市場は土地と建物が一体に動いているというこ

ともございますので。 

 では、藤原さん、よろしくお願いします。 
 

○藤原 安全・安心な経済社会・地域社会を構築

する上で土地利用というのは根幹中の根幹として

重要な地位を占めているわけですから、そういう

認識の上に立って、新しい社会のニーズ、課題を

的確に把握し、柔軟、円滑に土地利用を転換して

いけるような環境づくりに関心を向けていただき

たいと思います。 

 それと、ストック経済とフロー経済は、密接に

関連しあっているわけですが、マクロ的には、ス

トック経済でフローの経済をリードするという考

え方は私は基本的に間違っていると思います。や

はりストック経済はおおむねフロー経済の結果で

ありフロー経済の反映だと思います。そして、総

じて地価は安定的に推移したほうが社会のために
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望ましいと考えております。これについてはいろ

いろ意見があるかもしれませんが、私はそう思っ

ています。 
 

○司会 ありがとうございました。 
 大変難しい宿題もいただいたような気がいたし

ますけれども、いずれにしても、土地局の場合は、

ある意味、土地に関連さえすればどこへでも手を

出せるというふうに我々も思っておりますし、こ

れからも幅広く新しい課題やニーズに取り組んで

まいりたいと思いますので、引き続きいろいろな

場面で御指導をいただければと思っております。 

 本日はお忙しい中、お集まりいただきまして、

本当にありがとうございました。つたない司会で

申しわけございませんでした。 

 どうもありがとうございました。 
 

～了～ 
 

 

(注＊) 土地基本法第３条 

（適正な利用及び計画に従った利用）  

第三条  土地は、その所在する地域の自然的、社会的、

経済的及び文化的諸条件に忚じて適正に利用されるも

のとする。  

２  土地は、適正かつ合理的な土地利用を図るため策

定された土地利用に関する計画に従って利用されるも

のとする。 

 


